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リプチンスキーの論文が1955年のエコノミカ誌上で発表されて以来、彼の定

理は二部門経済モデル、国際貿易理論の中で拡張されてきた。リプチンスキー

の原論文では生産要素の内、一要素のみが増加したときの経済が分析されてい

る。しかし彼が、彼の命題は生産要素が同時に変化したときにも、適用可能で

あると示唆しているのは興味深い。というのはその後のリプチンスキー定理

の拡張、一般化が彼の示唆した方向で展開されてきたからである。

この小論の目的は、産出物価格比率が一定の場合に、生産要素があらゆる方

向へ変化したときのリプチンスキー定理を再検討することである。このような

分析はいわゆる＄小国経済〃のケースである。

⑨
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リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

ここでの分析は、生産要素の部門間移動の波及過程という視点からなされ、

エッヂワースーポーレイボックスダイアグラムが用いられる。

このような視点からの分析の利益として次の３つが考えられる。

（１）初期生産点から新生産点への移動が生産要素の部門間移動の波及過程と

して把握されることにより、リプチンスキー定理の経済的含意の理解が

容易になる。

（２）つぎに、初期生産点の初期値が既知であれば、生産要素の変化量が与

えられると、新生産点の数値は簡単な代数式により求めることができる。

（３）－生産要素が変化する場合をリプチンスキーのケースと呼ぶことにする

と、その他のあらゆるケースはリプチンスキーのケースを合成する

ことにより分析することができる。

以下、第11節で仮定と要素集約度と要素の変化率についての若干の性質を述

べる。第Ⅲ節は一方の生産要素は増加するが、他方の生産要素は不変であるケ

ース、いわゆるリプチンスキーのケースを分析し、第Ⅳ節では資本と労働の賦

存量が同時に増加する場合を取扱う。

つぎに資本と労働の内、一方が不変で他の生産要素が減少するケース、両要

素とも減少するケース、一方が増加し、他方が減少するケースは各第Ｖ節、第

Ⅵ節、第Ⅶ節で分析される。

１１仮定と若干の性質

以下の諸仮定をおく。

（１）二要素、二財モデルである。生産要素は労働(Zﾉと資本(Ｋ)からなり、産

出物はＸ、Ｙの二財から構成される。

（２）生産関数は労働と資本に関して一次同次である。

（３）常にＹ財生産部門がより資本集約的であるとする。生産要素の賦存量の

変化により資本集約度の逆転はないものとする(ｿ

（４）二財間の価格比率は一定とする?）

（５）生産要素の部門間移動は自由であり、かつ完全雇用を仮定する。
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つぎに全体の資本・労働比率と各部門の資本・労働比率、全体の生産要素の

変化率と各部門の生産要素の変化率との間には各つぎのような関係が導出され

る。

資本・労働比率について

＝芸十舍筈 学〃ん脳

令ＭＪ+応

Ｋ
ｌ
Ｌ (２－１）

(２－２）

労働の変化率について

ｊＬ４Ｌｘ＋』ＬＪＬｘｏ４Ｌｘ､＋Ｌｙｏ４Ｌソ
ＬｃＬｘｏ＋Ｌ‘。凸ＬｍＬｏＬｇｏＬ

＝ムL〔C(Lx)－G(4)]+G(L‘）
Ｌｏ

＝上2L〔Ｇ(Ｌ`)－Ｇ(Ｌ難)〕＋Ｇ(Ｌｒ）
Ｌｏ

(２－３）

(２－４）

資本の変化率について

旦上E-42E2E土竺上E』L＝Ｋ難ｏ４Ｋｘ＋ＫｙｏＪＫ‘
ＫＯ￣Kxo＋ＫｇｏＫｂＫｘｏｍＫＵｏ

苣芳〔G(KかG(K川十Ｍ）（'一`）

＝至巨22〔Ｇ(Ｋ`)－Ｇ(KJJ]＋Ｇ(Ｋｘ）（２－６）
Ｋｏ

ここで、下付きのＯは初期点の値を表わし、ｊｕ、ｙは各Ｘ財部門、Ｙ財部門

の値であることを示す｡又Ｇは変化率を表わす?)たとえばG(Ｌ)は労働Ｌの変化

率である。ｈは資本・労働比率を示す。」は変化分である。

生産要素の完全雇用とＸ財、Ｙ財の産出量が同時に正の値であると仮定する

と次の関係式が導出される。
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リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

資本・労働比率について

ん＝ﾉｬｯ衿ﾙｰﾉﾚﾂﾞ(＝んx）（２－７）

ん蕊＞Ah，台ﾉｩｽﾞ＞ｈ＞ﾉa，（２－８）

んｇ＞ん難台ルッ＞ﾉｬ＞冷然（２－９）

労働の変化率について

Ｇ(Ｌｘ)＝Ｇ(Ｌｇ）台Ｇ(Ｌ)＝Ｇ(山)＝Ｇ(Ｌｘ）（２－１０）

Ｇ(Ｌｘ)＞Ｇ(Ｌｇ）台Ｇ(Ｌ蕊)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｌ`）（２－１１）

Ｇ(Ｌｇ)＞Ｇ(Ｌ難）台Ｇ(Ｌｇ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｌ難）（２－１２）‘

資本の変化率について

Ｇ(Ｋ工)＝Ｇ(Ｋ’）台Ｇ(Ｋ)＝Ｇ(Ｋｘ)＝Ｇ(Ｋ`）（２－１３）

Ｇ(Ｋｒ)＞Ｇ(Ｋg）台Ｇ(Kjr)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ）（２－１４）

Ｇ(Ｋ野)＞Ｇ(Ｋ葵）台Ｇ(Ｋg)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｋ難）（２－１５）

以上の関係式は、我々の仮定のもとで、資本・労働比率、生産要素の変化率

の取りうる値にある制約を課すことを意味する。たとえば資本・労働比率は生

産要素が変化した後でも（２－７）式～（２－９）式を満たさなければならな

い｡すなわち変化分による資本労働比率(釜)の大きさに制約を課すので
ある！）

Ⅲリプチンスキーのケース

労働と資本の二つの生産要素の内、一方が不変で、他方が増加するリプチン

スキーのケースから取りあげよう。以下の分析の基本的なケースになるもので

あり、労働が増加し、資本が不変である場合と資本が増加し、労働が不変の場

合に細分される。このケースでは、おなじみのリプチンスキー定理は次のよう

になる。「－生産要素が増加した後も同一の生産の代替率が維持される場合は、

増加した生産要素を相対的により多く使用する財の産出量は増加し、より少な

く使用する財の産出量は減少する｣。

ｍ－１Ｇに)＞０，Ｃ(Ｋ)＝０のケース

生産要素のうち、労働の要素賦存量が増加し、資本量が不変の場合のポック
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スダイアグラムを第１図に示した。ここでは横軸には労働、縦軸には資本が

測られ、Ｘ財、Ｙ財の原点は各Ｘ、Ｙである。初期ボックスダイアグラムは

第１図Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ）＝Ｏのケース

ＩＺＡ〃Ｙ'Ｅ，

Ｖ

Ｋ

ＳＳ

Ｖ
Ｌ

ＸＬｏＹＫｏ、生産要素が変化した後の新ボックスダイアグラムはＸＬ１Ｙ

Ｋｂである。労働が増加（ｊＬ）した結果、生産点はＡ点からＢ点になり、Ｘ財

は増加し、他方Ｙ財は減少する。Ｙ財はＸ財と比べてより資本集約的であると

仮定されている。ここでＸ財はＸＡからＸＢに増加し、Ｙ財はＹＥ（＝Ｙ、）

からＹＢに減少した。

我々は初期生産点Ａから新生産点Ｂへの移動をＹ財部門からＸ財部門への生

産要素の移動の波及過程として分析することができる。

再び第１図を注目しよう。ＶＶ線とＳＳ線は初期生産点Ａからの距離が各労

働の増加分（」Ｌ＝ＡＥＩ)、資本の増加分（４Ｋ＝Ｏ）に等しくなるように描かれ

－９５－
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リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

ている。（以下の分析でも同様である)｡するとＡＤ＝Ｅ１ＦからＹ財の初期生産

量（Ｙｂ＝ＹＨ）は７Ｅ,に等しくなる。したがってＹ財のＹＡからＹＦへの減

少は、ＰＥ１から７Ｂへの減少となる。

以上の準備のもとで、初期生産点Ａから新生産点Ｂへの移動を両部門間の生

産要素の移動として把握することができる。

労働の増加分（」Ｌ＝ＡＥ,）はより労働集約的であるＸ財部門に吸収されるf）

(」ム,＝」Ｌ＝ＡＥ,)｡つぎにＸ財部門は増加した労働(ｊＬｘ,)に対して資本量が

Ｅ１Ｅ２(ｊＫｘ１)必要てある｡この資本量はＹ財部門の産出量の縮小により、Ｙ財部

門からＸ財部門へ移動しなければならない｡同時にＹ財部門ではEbEb(|』Ｌ勘,|）

の労働が過剰となる。以上を生産要素移動の第一次波及と呼ぶならば、この第

一次波及によりＸ財はＸＡからXEhに増加し、Ｙ財はＹＥ１からＹﾂ且に減少

する。つぎに第二次の波及はＹ財部門の過剰労働をＸ財部門が吸収することか

ら始まる。Ｘ財部門ではこの吸収した労働（ｊＬｘ２＝且凪）に対する必要な資本

量は凪Ｅ４（ｊＫｘ２）である。これはまたＹ財部門の産出量の縮小により賄われ

なければならない。同時にＹ財部門ではＥ４Ｅ５だけの労働過剰になる。以上が

第二次の波及であり、Ｘ財の産出量はＸＥ２からXE4へ、Ｅ２Ｅ４だけ増加し、

逆にＹ財はＥ３Ｅ５だけ減少したことになる。

引き続き第三次、第四次の波及過程を考察することができ、最終的にはこの

波及過程は直線ＸＢと直線ＰＢの交点であるＢ点に収束する。収束するための

条件はＹ財がより資本集約的であること、すなわちルヅ＞冷窕となることである。

第１図ではこの波及過程を点線、Ａ→Ｅ,→且→且→＆→…→Ｂで示した｡Ｘ財

部門の生産要素の増加は、労働がＡＣ、資本がＢＣである。労働増加のうち、

ＡＥｌは要素賦存量の増加量、Ｅ１ＣはＹ財部門からの移動量である。資本増加

ＢＣはすべてＹ財部門からの移動である。Ｙ財部門の生産要素の減少は労働

E1C、資本ＥＣである。両部門の生産要素の変化量についての資本．労働比率、

４Ｋx/』Ｌｒ、’４Ｋ`|/１４L`|は各両部門の資本･労働比率曲ｊＭｂ`に等しい。

つぎに各部門の生産要素の変化量を簡単な代数式（等比級数の和）により求
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めることができる。

〈Ｘ財部門の生産要素の増加量＞

両部門間の生産要素移動の波及過程を第２図に示した。
。リ

第２図生産要素移動の波及過程Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝Ｏのケース

（第一次波及）（第二次波及）（第三次波及）－－－－→

Ｘ財部門のｊＫｘ，＝ｊＬｘ,/ｂｒ４Ｋｘ２＝jLjr2冷苑ｊＫｘ３＝ｊＬｘ３たえ，

資本増加＝』Ｌ虎蒸」Ｌ艦ｊＬｈｊｉ－－－→

(４Ｋk）ノャヅ

（Ｅ１Ｅ２）、、（Ｅ３Ｅ４）、、
小．．、小労働の増ｶロｊＬ、↑

(ＡＥ,），、

ﾉﾚﾂﾞ２

(ＥＳＥ`）

ヨ

ｊＬｘ２＝

ﾐＩｌ

ｊＫｘ２

４Ｌ鑓`＝弓5テーーー→
ｊＬｈｊｉ

Ｘ財部門の

労働増加

(ｊＬｘ）

* Ｉ

ｊＬｘ，＝ｊＬ
ｊＫｘ， 」Ｌルズ

~万了燭

ｈｊ
１

(Ｅ４Ｅ５）(ＡＥ,） (Ｅ２Ｅ３）

Ｘ財部門の労働の増加（ｊＬｘ)、資本の増加（４Ｋ燕)は労働の増加（」Ｌ）と各

部門の資本．労働比率(んg’んX）の式として求まる。

ｊＬｊｒ＝ｊＬｘ,＋ｊＬｘ２＋ｊＬｘ３＋……

＝』L'[+芳十(筈)翅+(筈),+……）
』Ｌたび(6)
/h,-んjr

(３－１）

４Ｋx＝ｊＫｘ１＋ｊＫｘ２＋ＪＫｘ３＋……

＝４Ｍ鍵血十篶+(誉)塵十(寿川…）
」Ｌ・ｈｘ冷凹

(３－２）
ﾉｾﾂﾞｰﾉｾｪ

－９７－



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

ここでｊＫｘ/』し＝んxが確かめられる。

〈Ｙ財部門の生産要素の減少量〉

Ｙ財部門の生産要素の減少は波及過程から容易に知れるように各次式になる。

'４ﾑ'=`L蘋一止云鵠（ﾖｰﾖ）

'４m'=`K←`急竺誓旧-⑭
同様に'４Ｋ,|/'４四|＝ん‘が確かめられる。

我々は（３－１）式～（３－４）式から、初期生産点の変数の値と各部門の

資本．労働比率が既知ならば生産要素賦存量の変化量が与えられると、新生産

点のすべての変数の値を求めることができる。

次に各変数の変化率は次式で与えられる。

Ｇ(L)＝筈（’一ｍ
Ｇ(Ｋ）＝Ｏ （３－６）

G(ﾑ)=六一急ﾋｺﾆ↓ (３－７）

ｊＬｈｘｈｇ１

G(Ｋｘ)＝7石P５
(３－８）

ｈｇ－ﾉﾔｽﾞ

'G(ﾑ)'=士７:(；Lｺﾞ!＝ (３－９）

』Ｌﾉｾｽﾞﾉｾﾂﾞ

'肌)'一孟了 (３－１０）
ｈｇ－々×

ここでKxo/Ｌ､＝んx、Kgo/L`o＝ん`を考慮すると（３－７）式と（３－８）

式そして（３－９）式と（３－１０）式は各等しい値であり、かつ各部門の産出

量の変化率である。このことは仮定(2)と(4)からの当然の帰結である。我々はま

た生産要素と産出量の変化率に関する次の不等式を得る。
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（７）

Ｇ(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ） (３－１１）

とくにＸ財の増加率は労働の増加率より大きい。

ここで労働増加（』Ｌ)は任意の正の値を取りうるであろうか｡前節で指摘した

ように生産要素賦存量の変化についてはある制約が課されなければならない。

ここでは（２－９）式が満たされない場合を第３図を用いて考察しよう。

初期ボックスダイアグラムはＸＬｏＹＫｏである。今労働が』Ｌ＝ＬｏＬ,増加

したことにより新ボックスダイアグラムはＸＬ１Ｙ'Ｋｂとなる。直線ＸＢと直

線ＹＹ'の交点ＨはＹ財部門の新原点Ｙ'の左側に位置している。このときは全

体の資本・労働比率はＸ財部門のそれより小さいから、次の不等式が成立して

いる。

Ｋｂ

Ｌｏ＋」Ｌ＝んﾉﾚﾘ＞冷兀＞ (３－１２）

このケースでは我々の波及過程はＢ点に収束するが､しかし実際には､この波及過

程は実行不可能である。Ｈ点でＹ財の産出量はゼロであり、労働過剰の世界で

ある。波及過程が収束するための条件は満たすが、（２－９）式と矛盾し、完全

雇用の仮定と両立できない。

第３図条件

ＹＺＭ′Ｙ'Ｅ，

ｋ‘＞化＞ハズを満たさないとき

ヨノ

Ｋ

Ｓ

Ｌ Ｖ

－９９－



リブチンスキー定理の再検討（当間清光）

ＩＩＩ－２Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０のケース

今度は資本のみが増加し、労働は不変であるリプチンスキーの第二のケース

を考察する。生産要素移動の波及過程は第４図のボックスダイアグラムに点

線て､描かれているザ）

第４図Ｇ(Ｋ）＞０，Ｇ(Ｌ）＝Ｏのケース

ＸＡ〃Ｘ'Ｅ，

Ｖ

Ｋ

Ｓ

０

Ｖ

Ｌ

初期ボックスダイアグラムはＸＬｏＹＫｏである。資本が増加したことによ

り新ボックスダイアグラムはＸＺ１ＹＫｏに拡張され、Ｘ財部門の原点はＸか

らｘ'に移動する?)そして初期生産点Ａから新生産点Ｂへの移動により、Ｙ財は
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ＹＡからＹＢへ増加し、逆にＸ財はＸＡからＸ'Ｂに減少する｡補助線のＶＶ線

とＳＳ線は第１図と同様に、初期生産点Ａからの距離が各労働の増加分(』Ｌ＝’

０)、資本の増加分(４Ｋ＝ＸＸ')に等しくなるように描かれている。すると

ＡＥ,＝ＸＸ'であり、線分ＸＡＸ'Ｅ１は平行で､かつ等しいから、Ｘ財はＸ'Ｅ，

からＸ'Ｂに減少したことになる。

この場合の両部門間の生産要素移動の波及過程は初期生産点Ａから新生産点

Ｂへの点線で示されている?o)第一次波及は、より資本集約部門であるＹ財部門

が資本の増加(４Ｋり,＝４Ｋ＝ＡＥ,）を吸収し、その資本に心要な労働量（』Ｌ‘，

＝Ｅ１Ｅｂ）をＹ財部門がＸ財部門から吸収する過程である。Ｙ財部門の生産点は

Ａから凪に移動し、Ｘ財部門の生産はＸ'Ｅ,からＸ'且に減少する。Ｘ財部門

でＥ２且の資本の余剰が生じる。第二次波及はＹ財部門がこの余剰資本を吸収

するこどから始まるが、リプチンスキーの第一のケースと同様に考察されるの

で省略する。引き続き第三次、第四次の波及が生じ、やがてＢ点に収束する。

波及の全過程を通じて、Ｙ財部門の資本の増加はＡＣ、労働の増加はＢＣであ

る。資本増加のうちＡＥ１は賦存量の増加、残りＥ１ＣはＸ財部門からＹ財部門

への移動分である。労働の増加量はすべてＸ財部門から移動したものである。

このケースでの生産要素の波及過程を第５図に示した。

～第５図生産要素移動の波及過程Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０のケース
（第一次波及）（第二次波及）（第三次波及）－－－>

Ｙ財部門の４K,,＝４Ｋ４Ｋソ2＝』Ｌ`ＭｉｘｊＫｂ３＝ｊＬｇ２ｈｘ
資本増加 ４Ｋﾙｴ４Ｋｈ%

－－－－－－>

Ａｈ，￣ん；（４Ｋｇ） （AEI）刀
（且＆）

↑’／（Eb且）〆訊

資本の増加ＵをＩⅡ（ＡEＤ Ｉ／
'／１''１／Ｉ′
＊‘′

*，１，／*,'I/

仏興=半仏鬮=半一一
４Ｋｇ，

Ｙ財部門の』L’１＝－７F丁
労働増加

４ＫｊＫｈｘ４Ｋ艦
（ｊＬソ）

ん‘ｈ；脇
（EiEh）（Ｅｂａ） （EbEb）

－１０１－



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

各部門の生産要素の変化量及び変化率は各次式で表わされる。

（Ｙ財部門の資本増加）

４Ｋｇ＝４Ｋルヅ/(んヅーノセx）

（Ｙ財部門の労働増加）

』Ｌッ＝４Ｋ/(んv-AFx)('1）

（Ｘ財部門の資本減少）

|ＪＫｒｌ＝４Ｋルェ/(んヅーノセx）

（ｘ財部門の労働減少）

l4Lxl＝」ムー４Ｋ/(ﾉｾ,－んx)(12）

(３－１３）

(３－１４）

(３－１５）

(３－１６）

」Ｋたり－４Ｋ （３－１７）Ｇ(Ｋg）＝Ｋ`｡(AFシーhjr）Ｌ`｡(んｇ－ｈｘ）

４Ｋ
（３－１８）Ｇ（４）＝Ｌ`｡(んツールx）

ｊＫＡＦｘ４Ｋ
（３－１９）｜Ｇ(Ｋｘ)|＝Ｋｘ｡(ノセヅーhjr）Ｌｒ｡(んﾂﾞｰﾉｾｽﾞ）

４Ｋ
（３－２０）｜Ｇ(Ｌｘ)|＝Ｌｘ｡(ﾉh,＿ﾉｾｽﾞ）

我々の仮定の下では（３－１７）式と（３－１８)式、（３－１９)式と（３￣20)式

は各等し〈、､かつ各Ｙ財の増加率、Ｘ財の減少率に等しい。我々はまた生産要

素と産出物の変化率に関する次の不等式を導出することができる。

（１３）

Ｇ(Ｙ)＞Ｇ(Zr)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ） （３－２１）

このケースではＹ財の増加率は資本の増加率より大きい。

以上で我々はリプチンスキーのケースの考察を終る。次節以下のすべてのケ

ースが基本的にはリプチンスキーのケースを組合わせる（合成する）ことによ

って分析することがてきる。

－１０２－
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Ⅳ両生産要素賦存量が増加するケース('4）

資本と労働の相対的増加の大きさによってさらに以下の７つのケースに細分

する。

(1)器>Ｍ､>Ｍケース

(2)胸>肌爽>器のケース

(3)器-Ｍm>Ｍケース

(４Ｍか器=庵｡>Ｍケース

(5)ＭＰ器=Ｍケース

(6)向>器>ｈ>Ｍケース

(Ｍ>肺器>Ｍケース
我々は(1)と(2)、(3)～(5)そして(6)と(7)の３グループに分類する。最初の(1)と(2）

は既に天野氏掌によって分析されており、天野氏のケースとして第Ⅳ－，項で

取扱う｡(3)-(5)のｸﾞﾙｰﾌﾟは､増加量による資本･労働比率(器)が各Y財
部門、全体そしてＸ財部門の資本・労働比率に等しい場合であり、第Ⅳ－２

項で取扱われる。最後に(6)と(7)は第Ⅳ－３項で取扱う。

Ⅳ－１天野氏のケース

（a)器>勘>臘・>Ｍケース
資本の増加率が労働の増加率より大きく、増加量での資本・労働比率がより

資本集約部門であるＹ財部門のそれより大きなケースである。生産要素移動の

－１０３－



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

波及過程を第６図に示した。

第e図器〉胸>肺Ｍケース
Ｙ'Ｂ〃ＹＡ

Ｖ

Ｋ

ＳＳ

Ｌ

初期ボックスダイアグラムはXLoYKbである。労働がLDL,、資本がＫｂ

Ｋｉ増加したことにより新ボックスダイアグラムはＸＬ１７Ｋ１に拡張される。

器>い､う不等式は直線YPの横軸に対する勾配が直線BY'のそれより

－１０４￣

Ｋ，

Ｋ、

×

Ｌｏ

Ｖ

Ｙ
’

●

Ｌ

q

Ｚ

Ｙ
Ｅ

Ｃ
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大きいことにより表現されている。また補助線ＶＶ線、ＳＳ線は初期生産点Ａ

からの距離が各労働の増加、資本の増加に等しくなるように描かれており、／

点で交わる。したがってＹ財の初期産出量ＹＡはＹ'ｊに等しい。生産要素の増加

の結果、より資本集約的であるＹ財の産出量はＹ'/からＹ'Ｂに増加し、逆にＸ

財はＸＡからＸＢにその絶対量が減少する。Ｘ財が減少する理由は次のように

考えることができる｡器>Ｍ不等式が成立しているから､Y財部門で､増
加した資本量をすべて利用するには労働不足となる。この労働不足はＸ財部門

の生産の縮小により、Ｘ財部門からＹ財部門へ移動しなければならないからで

ある。（この過程が第一次波及である)。

全波及は/から始まり、新生産点Ｂに到る点線で示されている。そして最終

的にはＹ財部門の資本増加は要素賦存量の増加（４Ｋ)より大きいから、明らか

にＧ(Ｋﾂﾞ)＞Ｇ(Ｋ）となる。すなわち、より資本集約的であるＹ財の産出量の

増加率は全体の資本の増加率より大きい。

つぎに第７図で生産要素移動の波及過程を考察しよう。

第１図生産要素移動の波及過程祭>Ｍ`｡>Ｍケース
（第一次波及）（第二次波及）（第三次波此）－－－－→

Ｙ財部門の

資本増加

(４Ｋ’） `し(芳一臘孵…』L(菫雫１〃んⅡ

(Eha),(＆＆)----→

４Ｋｍ＝４Ｋ

(ｉＥ,）
＊！

｣Ｋ』'2＝

執

資本の増加』Ｋ
Ｏ

(４Ｋ＝ＫｂＫｉ）
１７

労働の増加

(」Ｌ＝ＬｏＬ,）ｊＬＯ

吟寸「 ｉ／

鋤でｉｆ醍小上!(亨払
ＩノレヅＩ （且Ｅｊ
Ｌ－－－－－－Ｊ

（ＥｌＡ)＋(AEh）

*

仏勵二匹(参り〃
Ｙ財部門の

労働増加

ｊＬ８，

(Ｅも＆)---ケ

－１０５－



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

各部門の生産要素の変化量とその変化率を求める我々は第７図を利用して、各部門０

ことができる。

（Ｙ財部門の資本増加と労働増加）

仏一ＪL向(芳一偽鑪） (４－１）
ノレヅー陶工

二`L(器-９ (４－２）ｊＬｇ
ﾉｾg－ｈｘ

（Ｘ財部門の資本減少と労働減少）

』M`(器-ん）
|｣Ｋｘｌ＝

ん-たえ
(４－３）

』L(器-ん） (４－４）|」し’
ﾙU－ｈｘ

“(器-脇)－４L(≦fﾆｰ句 (４－５）Ｇ(Ｋ`）
Ｌ,｡(ん９－ﾉｾｽﾞ）￣Ｌﾂﾞ｡(ﾉｾﾂﾞｰﾉｾｽﾞ）

_』L(器-ぬ） (４－６）Ｇ(４）
Lgo(んｇ－ｈ難）

‘M髪(器-ん)_`L(器-隻ｉｌ
ｌＧ(Ｋｘ)|＝Ｋｘ｡(ﾙﾂﾞｰﾙｽﾞ）－Ｌｘ｡(ﾉﾔ,－んx）

〆

(４－７）

』L(器-ん） (４－８）ＩＣ(Ｌ難)’
Ｌｘ｡(hg-hx）

－１０６－
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前節と同じように（４－５）式と（４－６）式、（４－７）式と（４－８）

式は各等しく、またＹ財の増加率、Ｘ財の減少率に各等しい゜そして生産要素

と産出物の変化率に関する次の不等式を導くことができる。
（１６）

Ｇ(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ）（４－９）

すなわち、より資本集約的であるＹ財の増加率は資本の増加率より大きい。

つぎに我々は現在の天野氏の最初のケースが基本的なリプチンスキーの二つ

のケースの合成として構成されていることを示そう。合成された場合の生産要

素移動の波及過程は第８図に示した。

器>聡，>h>Ｍｹｰｽの合成図
７'Ｂ〃ＹＺ４〃Ｙ'Ｅ，

第Ｓ図

Ｖ

ＳＳ

Ｋ

ＬＶ

－１０７－
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リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

初期生産点Ａから新生産点Ｂへの移動を次の二つの過程に分解する。

（１）初期生産点ＡからＢ'に到る点線で示した波及過程。

（２）ｅ,からＢ点に到る二点鎖線で示した波及過程。

ここで補助線ＶＶ線はＡＥＩが労働の増加（」Ｌ)に等しくなるように、またＳＳ

線はＥ１Ｈが資本の増加(」Ｋ)に等しくなるように描かれている。したがって

ＹＡ＝Ｙ'Ｅ,、Ｙ'Ｂ'＝Ｙ"Ｃｌである。

最初の過程はボックスダイアグラムがＸＬｏＹＫｏからＸＬ１Ｙ'ＫＯに拡張さ

れた場合であり、リプチンスキーのに(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝Ｏ〕のケースである。

後者はボックスダイアグラムがＸＬ１Ｙ'ＫＯからＸＬ１Ｙ"Ｋ,に拡張された場

合であり、リプチンスキーの〔Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０〕のケースである。

（b)Ｍｂ>庵鬚>器
今度は逆に､)労働の増加率が資本の増加率より大きくくしかも増加量での資

本・労働比率がより労働集約的であるＸ財部門の資本・労働比率より小さいケ

ースを考察する。

生産要素移動の波及過程は第９図の初期生産点Ａから新生産点Ｂに到る点線

で示した。

第９図一ｋｇ＞化。

Ｘ４〃Ｙ'Ｂ

Ｓ

Ａ→Ｅ１→且→＆→…→Ｂとｙ

-108-



琉球大学・経済研究(第24号)1982年９月

ここで資本の増加はＫｏＫ１、労働の増加はＬｏＬ１である。補助線ＶＶ線､ＳＳ

線は各労働の増加がＡＥ１に、､資本の増加が烟,に等しくなるように描かれている。

生産要素の増加の結果としてＸ財はＸＡからＸＢに増加し、他方Ｙ財はＹ,ｊ

(＝ＹＡ）からＹ'Ｂに減少する。図から明らかなようにＸ財部門の労働増加は

労働要素賦存量の増加より大きいから、Ｘ財の増加率は労働の増加率より大き

い。

我々は第９図から、生産要素移動の波及過程を第10図のように表現すること

ができる。

前項と同様に第10図から各部門の生産要素の変化量と変化率を求めることが

できる。

（Ｘ財部門の資本増加と労働増加）～

ｊＫ－』L差!=諄） （４－１０）

`Lい-器） (４－１１）ｊＬｘ
(んg-hjr）

（Ｙ財部門の資本減少と労働減少〉

,仏ﾄ』肘』K二M:竺垂）
(４－１２）

』Lい-器）
(４－１３）ｌ４Ｌ,｜＝ｊＬｘ－４Ｌ＝

ﾙヅールコビ

）GIK昨鶚=壽)鶚菫 (４－１４）

－１０９－



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

`Lトー器）Ｃ(Ｌｘ） (４－１５）
Ｌえ｡(んﾂﾞｰﾉI?x）

`M,(ルー芳氾Lい-器）
|Ｇ(Ｋ野)|＝ (４－１６）

Ｋ`｡(ﾉｾﾂﾞｰﾉｾx）￣Ｌ勤｡(ﾙﾂﾞｰﾉID難）

`L(ルー器）
|Ｇ(Ｌｼ)|＝ (４－１７）

L‘｡(ルッールx）

生産要素移動の波及過程川臘｡>ｈ>器のケースdQ

第10図

(第一次波及 (第二次波及） (第三次波及）‐--->

`K麹=`L蝿:(臘彌-器
Ｘ財部門の．「－－－－－－－司

榊増加川=`Ⅲ|挫豈al川一
(」K町

人（iE,)＋(烟2）
Ｉ牛、．．▲

此臘鑿ト ） ）

Ⅸ｜血

ノセソ

(aＥＪ

臆

(＆且)－－→
小

資本､の増加

(」Ｋ＝ＫｂＫｉ）４Ｋ

労働の増加

(」L＝LoL,）ｊＬ

*０

Jエr,=二ｊＬ
図

」Ｌ工2＝

。」

』L(ん‐器）仏｡薑岫(篶器）ノレヅ

（Ｅｈａ）（＆且)----少

Ｘ財部門の

．労働増加

（」L工） (AEi）

（４－１０）式と（４－１１）式から明らかに、」Ｋｒ＞」Ｌ/もr＞４Ｋ､ｊＬｘ＞」Ｌ

がいえる。すなわちＸ財部門の産出量の増加率は労働の増加率より大きい。し

たがって産出物と生産要素の変化率に関する次の不等式が成立する。

（17）

Ｇ(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(』て)＞Ｇ(Ｙ）（４－１８）

－１１０－
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つぎに、前項と同様に、初期生産点Ａから新生産点Ｂへの波及過程を基本的

なリプチンスキーのケースを合成することによって示すことができる。合成図

を第11図に示した。

第Ⅲ図胸>h>ｈ>器のｹｰｽの合成図
Ｐ

ＹＺＭ′Ｙ"Ｂ〃Ｙ'Ｅ，
Ｖ

。ノ
ＳＳ

Ｋ

Ｌ し

Ａ→Ｅ１→Ｅ２→Ｅｂ→Ｅ４→－－÷Ｂ′

Ｅ１→Ｂ'→ｅ２→Ｅ３→－→Ｂ

同図で補助線ＶＶ線、ＳＳ線は各労働の増加がＡＥ１、資本の増加がe1B'に

等しくなるように描かれている。線分ＹＡとＹ'Ｅ１は平行で、かつ等しい。線

分Ｙ"E，とＹ'Ｂ'も同様である。ボックスダイアグラム、ＸＬ１Ｙ'ＫＯがリプチ

ンスキーの〔Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝Ｏ〕のケースで、初期生産点ＡからＢ'点に到

る点線で示されている。ボックスダイアグラム､/ＸＬ１Ｙ"Ｋ,がリプチンスキ

ーの〔Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝Ｏ〕のケースである。波及過程はＧ１点からＢ点に到

－１１１－

Ｋ，

Ｋｂ

Ｘ
Ｌｏ

Ｙ

Ｙ

Ｌ，

'〃

’
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リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

るこ点鎖線で示した。

Ⅳ－，器が初期資本労働比率(ﾙ｡)及び各部門の資本労働比率(ん
んx）に等しいケース

⑨器=帆｡>Ｍケース
このケースは資本の増加率が労働の増加率より大きく、増加量での資本・労

働比率がより資本集約的なＹ財のそれに等しい場合である。第12図に生産点の

移動と波及過程の合成図を示した。

第'2図芳=いいＭケース
Ｙ"Ａ〃Ｙ'Ｅ，

し

Ｋ

Ｆ

（
「
）
（
「
〕

Ｓ

ｙ

Ｌ

１今成図

Ａ→Ｅ,→Ｅｈ→Ｅｂ→－－→Ｂ

ｅｌ→Ｂ→Ｅ２→ｅ３→Ｅ４→￣→Ａ

－１１２－

Ｓ

〃

Ｋ】

Ｋｂ

ＸＬ２

,Ｙ

Ｙ

Ｐ

，
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ここで補助線Ｓ'Ｓ'線とＳＳ線は線分Ｅ１ｊとｓ１Ｂが資本増加に等しいように

描かれている。初期ボックスダイアグラムはＸＬｏＹＫＯであり、要素賦存量

が増加したことにより、ボックスダイアグラムはＸＬｌＰ'Ｋ,に拡張された。

この結果、Ｙ財産出量はＹ"ｊ(＝Ｙ、）からｒ'Ａに増加する。他方Ｘ財の産出

量はＸＡで不変である。このケースでは増加した要素賦存量はすべてＹ財に雇

用され、Ｘ財部門からＹ財部門への生産要素の移動は存在しない。

合成図はＡ点からＢ点に到る点線とＥ,点からＡ点に到る二点鎖線によって示

されている。前者はリプチンスキーのに(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝０〕のケース、後者

は〔Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０〕のケースである。このケースの産出物と生産要素の

変化率との間には次の不等式が成り立つ。

（18）

Ｇ(Ｙ)＞Ｃ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ）（４－１９）

（b川>Ｍ←釜のケース
（a)とは逆に、労働の増加率が資本の増加率より大きく、増加量の資本・労働

比率がより労働集約的なＸ財のそれに等しいケースである。生産点の移動と波

及過程の合成図を第13図に示した。補助線Ｖ'７線とＳＳ線(Ｓ'Ｓ'線）は各Ａ

Ｅ１、Ｅ,／(Ｂｅ,）が労働の増加、資本の増加に等しくなるように描かれている。

Ｘ財の産出量はＸ"/(＝ＸＡ）からＸ"Ａに増加し、他方Ｙ財はＹＡで不変で

ある。生産要素移動の波及過程はＥ,点からＢ点に到る点線とＢ点からＡ点に到

る二点鎖線で示されている。前者はリプチンスキーの〔Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝Ｏ］

のケースであり、後者は〔Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０］のケースである。増加した

生産要素はすべてｘ財部門に雇用されるから、明らかにｘ財の増加率が労働の

増加率より大きい。したがってつぎの不等式が成立する。
（19）

Ｇ(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Zr)＞Ｇ(Ｙ）（４－２０）
式

－１１３－



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

鍔のケース第13図ハツ＜化｡＜ハズ＝

Ｘ'Ｂ〃Ｘ″Ａ

ＶV’

Ｋ

Ｓ’Ｓ'

ＳＳ

ｒＶＬ

合成図

Ｅ,→Ａ→Ｅｂ→且→Ｅ４→－→Ｂ

Ｂ→ｅｌ→ｅ２→Ｅ３→￣→Ａ

に川>臘・=器>Ｍケース
このケースは資本と労働の増加率が等しいケースである。このことは第14図

でＸ財部門とＹ財部門の原点Ｘ、Ｙ、Ｙ'が直線上に位置することによって表わ

されている。生産要素増加の結果として、Ｘ財の産出量はＸＡからＸＢに増加

し、Ｙ財はＹ'e,（＝YZ4）からＹ'Ｂに増加する。相似三角形ＸＡＹとＸＢＹ'に

注目すると次の式が成立する。

－１１４－

Ｋ，

Ｘ

Ｘ

’

″４

ＫＣ

Ｌ４ Ｌ３ |〃 Ｌ２

Ｙ

■■■■■■■■■

Ｌｏ

Ｌ，

Ｅ １

Ｇ１

。
！

Ｘ Ｃ
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ＸＢ/ＸＡ＝Ｙ'B/Ｍ＝ＸＷＸＹ（４－２１）

すなわちＸ財、Ｙ財、そして生産要素の増加率がすべて等しいのである。

Ｇ(Ｘ)＝Ｇ(Ｙ)＝Ｇ(Ｌ)＝Ｇ(Ｋ）（４－２２）

したがって、生産要素の増加率が与えられると両部門の生産要素の増加量、

増加率を求めることができるVo）

第１個代,>器=魔｡>Ｍケース(x財）
Ａ→Ｅ,→Ｂ

Ｙ財）

el→ｅ２→Ｂ

ＶYZ4〃Ｙ'Ｂ

Ｙ’
Ｋ，

Ｋ

Ｙ
ＫＯ

Ｅ

Ｓ

Ｂ
E２

Ｃ
Ｅ，ＡＡＡ

Ｘ Ｌ，Ｌｏ

Ｖ

Ｌ

このケースの合成図を第15図に示した。初期生産点ＡからＢ'点に到る点線が

リプチンスキーの〔Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝０〕のケースであり、Ｅ,点からＢ点に到

る二点鎖線が〔Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０〕のケースである。

－１１５－



リブチンスキー定理の再検討（当間清光）

第'5図肋器=ｋ`>Ｍｹｰｽの合成図

Ｂ

Ｈ
一一
炉

→
→
３
２

Ｅ
Ｅ
→
→
２
２

Ｅ
ｅ
Ｖ

→
→

１
〃

Ｅ
Ｂ
→
→
Ａ
ａ

ＡＹ〃Ｙ"Ｂ〃Ｙ'Ｅ，

Ｋ
Ｓ

Ｓ

し
Ｌ

Ⅳ-Ｍ,>器>偽｡>Ｍ>偽｡>器>Ｍケース
つぎに資本の増加率が労働の増加率より大きいが、増加量による資本・労働

比率がより資本集約的であるＹ財部門の資本・労働比率より小さいケース、逆

に労働の増加率が資本のそれより大きいが、増加量による資本・労働比率が、

より労働集約的であるＸ財部門の資本・労働比率より大きな場合を取扱う。こ

こでは前者から取り上げよう。

－１１６－

Ｋ，
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（a川>器>偽｡>Ｍケース
初期生産点Ａから新生産点Ｂへの移動を第16図に示した。

ＹＢに増加し、Ｘ財はＸ'/(＝ＸＡ)からＸ'Ｂに増加する。

産要素の増加率との間には次の不等式が成立する。

Ｙ財はＹＡから

そして産出量と生

い器>い…-ス
ＸＨ〃Ｘ'Ｂ

Ｘ財/→且→Ｂ

Ｙ財Ａ→e,→Ｂ
Ｖ

第16図

ＹＫ，
｡

ＡＡ

Ｉ
に
Ｉ
Ｉ
－
Ｃ

Ｂ

Ｓ￣

●

Ｚ Ｅ２

Ｘ Ｌｏ

Ｌ，
Ｘ’

ＬＶ
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リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

（２１）

Ｇ(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ)， (４－２３）Ｇ(Ｘ)＞０

このケースの合成図を第17図で示した。Ｅ,点からＢ'点に到る点線で示された

波及過程がリプチンスキーの〔Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝０〕のケースであり、Ｂ点か

らＢ点に到る二点鎖線が〔G(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝Ｏ］のケースである。

第'7図陶>器>礎｡>Ｍｹｰｽの合成図
ＨＢ'〃ＸＺ４〃Ｘ'e１

Ｖ

Ｋ

ＳＳ

（ＭＭｏ>器>Ｍケース
このケースのボックスダイアグラムを第18図に示した。Ｘ財の生産はＸＡ

－ｌｌ８－

Ｙ

０

ＫＫ

ｏ
１

Ｌ
Ｌ

日

Ｌ

１
Ｖ

Ｘ

Ｅ，
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からＸＢに増加し、Ｙ財はＹ'バーＹＡ)からＹ'Ｂに増加する。また産出量と

生産要素の増加率との間には次の不等式が成立する。

（22）

Ｃ(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ)，Ｇ(Ｙ)＞Ｏ （４－２４）

不等式の向きは（４－２３）式と正反対となる。

第19図に合成図を示した。初期生産点ＡからＢ'に到る点線がリプチンスキ

ーの〔Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝Ｏ〕のケースであり、Ｇ１点からＢ点に到る二点鎖線が

〔Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０］のケースである。

第'8図い化｡>器>Ｍケース
Ｖ

Ｋ

Ｓ Ｓ

Ｖ

Ｌ

－１１９－
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Ｘ
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リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

第'9図肺脆｡>器>Ｍｹｰｽの合成図
Ｚ４〃Ｙ"Ｂ〃Ｙ'Ｅ，

」

Ｖ

ソ Ｓ

ｓ
Ｋ

酵歸

しＬ

我々は以上で、両生産要素賦存量が増加するケースの分析を終了した。最後

にリプチンスキーのケースとの対応関係を整理しておこう。ここで変化率の比

較を可能にするために、あらゆるケースで初期ボックスダイアグラムは同一

であると仮定する。すなわち初期値(Ｋ０，Ｌ０，Ｋｇｏ，Ｌ９０，Ｋ宛０，Lxo）が同一の

値であるとする。リプチンスキーのケースの結果を次表に整理した。

－１２０－
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第１表リプチンスキーのケース

この表で負値は絶対値で示した。つぎに各数値について、〔Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ）

＝Ｏ〕のケースから〔Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０〕のケースの差を求めると各次の式

になる。（正値から負値の絶対値を引いた)。

`Lい-器）Ｘ財部門の労働の変化・… (４－２５）
ﾉｳ９－たえ

`“い-器）Ｘ財部門の資本の変化 (４－２６）
冷迎-ぬ

－１２１－

G(Ｌ)＞0,Ｇ(Ｋ)＝Oのケース
「

G(Ｋ)＞0,Ｇ(Ｌ)＝Oのケース

｣Lxorl4Lxl
』Ｌルン

(ん－んx）
(３ 1）

４Ｋ

/bU-ﾉｾjｒ
（３－１６）

４Ｋ菱or１４Ｋ発’
」Ｌ冷兀ルツ

(ﾉｬﾘｰ冷難）
(３ ２）

ｊＫｈ×

たﾂﾞｰﾉｬ×
(３－１５）

｣L’orljL,’
』Ｌ冷兀

(んＵ￣ ルズ）
(３ ３）

４Ｋ

ﾉhﾉｰﾙｪ
(３ ￣ 14）

｣Ｋ`orl4K`’

１゜

』Ｌﾉｾj［ん‘

(んﾂﾞｰﾉbjr）
(３－４）

４ＫAhノ

ﾉhﾉｰﾉｾｽﾞ
(３ 13）

G(Ｌ鑓)orlG(Ljr)’
Ｌ ＸＯ

ｊＬｈⅣ

(ルヅールx）
(３ ７）

４Ｋ

Ｌｘｏ(ﾉ６，_んx）
(３ 20）

G(Ｌ’)OrlG(Ｌ,)’
Ｌツ0

｣Ｌ々jｒ

(ﾉｾﾂﾞｰﾙｽﾞ）
(３ ９）

ＬＵＯ

４Ｋ

(ﾙﾂﾞｰﾙｽﾞ）
(３－１８）



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

`L(器-為９ (４－２７）Ｙ財部門の労働の変化
ｈＵ－ｈｘ

…(器-ん）
Ｙ財部門の資本の変化・…ノセヅー脇

(４－２８）

`Lい-器） (４－２９）Ｘ財の変化率
Ljr｡(ん９－ﾉｬx）

｣L(器-肱） (４－３０）Ｙ財の変化率
L`｡(ﾉﾔﾂﾞｰﾉｳx）

（4-25)式､(4-261式､(4-29)式の三つの式についてはルー器､Ⅵ

恥>芳胸<祭に応じて零正負となり､残りの三つの式はルー器、
応>器A<器に応じて零負正となる｡以上のことから､この節で検
討したケースの各部門の生産要素の変化と両財の変化率は各（４－２５)式～（４

－３０）式で表わすことができる。これらの式の符号を第２表で示した。尚各列

の符号のつぎの括弧は本節の対応する式の番号である。また(6)と(7)のケースは

注(20,注(21)で式は求められている。

－１２２－
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第２表Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＞０のケース

Ｖ生産要素の一方が減少し、他方が不変のケース

このケースは生産要素が減少したときのリプチンスキーのケースと呼ぶこと

ができよう。に(Ｌ)＜０，Ｇ(Ｋ)＝Ｏ］と［Ｇ(Ｋ)＜０，Ｇ(Ｌ)＝０〕という二つの

ケースに細分する。第Ⅲ節のリプチンスキーのケースで生産要素の変化を負と

おいたのに対応する。

Ｖ－１Ｇ(Ｌ)＜０，Ｇ(Ｋ)＝Ｏのケース

第20図は第１図のボックスダイアグラムと同一の図である。今度はボック

スダイアグラムがＸＬ１Ｙ'ＫＯからＸＬｏＹＫｂに縮小した場合であり、生産点の

移動はＢ点からＡ点に到る二点鎖線で示されている。ここで補助線ＶＶ'線はＢ

点からの距離が労働の減少の絶対値に等しくなるように描かれている。我々は

第２図の「生産要素の波及過程」で労働の変化量を負とおけば、現在のケース

にそのまま利用することができる。したがって両部門の生産要素の変化及び両

財の変化率は各つぎのように表わされる。

-123-

●

ｊＬＸ ｊＫＸ Ｇ(Ｘ） ｊＬヅ ４Ｋ９ Ｃ（Ｙ）
Ｇ(Ｘ),Ｇ(Ｙ),Ｇ(Ｌ),Ｇ(Ｋ）

の関係

(1)

器>Ｍ､>ﾙﾎﾟ
負

(4-4）

負

(4-3）

負

(4-8）

正

(4-2）

正

(4-1）

正

(4-6）
G(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ）

(2)

ルッ＞ ｈｏ＞ルjr＞
ｊＫ

４Ｌ

正

(4-11）

正

(4-10）

正

(4-15）

負

(4-13）

負

(4-12）

負

(4-17）
G(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ）

(3)
ｊＫ

４Ｌ
＝/h,＞Ab＞虎ｘ 零 零 零 正 正 正 Ｃ(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ）

(4)
ルッ＞ -4』E＝ﾉﾋo＞

ｊＬ．
ﾉｾｽﾞ 正 正 正 正 正 正 G(Ｘ)＝Ｇ(Ｋ)＝Ｇ(L)＝Ｇ(Ｙ）

(5)

ルヅ＞ ｈｂ＞
』Ｋ

４Ｌ
＝ﾉﾚjｒ 正 正 正 零 零 零 G(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ）

(Ｌ器>１Ｗ 正 正 正 正 正 正 G(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(L)＞Ｇ(Ｘ）

(7)
/h,> ﾉｾo＞

ｊＫ

４Ｌ
＞ﾉﾚｽﾞ 正 正 正 正 正 正 G(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ）



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

第20図Ｇ(Ｌ)＜０，ＣＸＫ)＝Ｏのケース

ＹＨ〃Ｙ'Ｅ，

Ｖ′
Ｖ

Ｙ Ｙ
ＫＣ

Ｅ１Ｅ１

|言ご;，:il。|蒼二Jrl（言二，三
Ｋ

瀞
蟹》速い

ＥＩ ＣＥＩ

Ｌ，Ｌｏ

Ｖ’Ｖ

Ｌ

｣L〃＝ｌ４ＬＬ
ノセヅールズ

`K,＝'砦等
,仏,＝豐簑
,仏'='芸些害
,G(X),=Z=鵲竺４万コ

G(Y)=L;|鵠竺刷

．.……（３－３）式に対応（５－１）

……･・（３－４）式に対応（５－２）

…..…（３－１）式に対応（５－３）

……．.（３－２）式に対応.(５－４）

……．．（３－７）式に対応（５－５）

.…･…（３－９）式に対応（５－６）
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また（３－１１）式に対応して、次の不等式が成立する。

Ｇ(Ｙ)＞Ｃ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ）（５－７）

ここでＧ(Ｋ)＝Ｏ、｜Ｇ(Ｌ)|＜'０(Ｘ)|である。（３－１１）式と（５－７）式の

不等式の向きは逆である。とくにＸ財の減少率は労働のそれより絶対値で大き

いｏ

Ｖ－２Ｇ(Ｋ)＜０，Ｇ(Ｌ)＝Ｏのケース

このケースのボックスダイアグラムを第21図に示した。第４図と同一の図

である。Ａ点からＢ点への点線の波及過程がリプチンスキーの〔Ｇ(Ｋ)＞０，

Ｇ(Ｌ)＝０〕のケースであり、Ｂ点からＡ点に到る二点鎖線が今のケースである。

補助線Ｓ'Ｓ'線はＢ点からの距離が資本の減少量の絶対値に等しくなるようにと

られている。

第21図Ｇ(Ｋ)＜０，Ｇ(Ｌ)＝ｏのケース

Ｋ

Ｓ′ ’

Ｓ

ＬＶ

－１２５－

Ｙ

Ｖ
Ｉ

ＥＸ〃Ⅲ

０

Ｋ

Ｓ
Ｓ

ｏ
１

Ｌ
Ｌ

〃

Ｘ
Ｘ

Ｓ

篦

Ｅ，

Ｂ

Ｃ



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

資本の変化量(４Ｋ)が負であることに注意すれば、第５図の「生産要素移動

の波及過程」はこのケースにも適用することができる。したがって両部門の生

産要素の変化と両財の変化率は各次式となる。

'４ルメ豊“…………旧-m)式に対応（`-8）

'仏'=｣ｊ睾二I会＝…………(’-13)式に対応（`－，）

仏＝;豐顯…………(’－１６１式に対応（`－１０）

」Ｌ＝'４Ｋ'んｘ ….…..……（３－１５）式に対応（５－１１）
ん９－ルェ

〃

Ｇ(x)=ﾑ｡|祭臘蕊） ……………（３－２０）式に対応（５－１２）

|G(Y)|=L"'二二脳） ……………（３－１８）式に対応（５－１３）

そして産出量と生産要素の変化率との間には次の不等式が成立する。

Ｇ(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ） （５－１４）

ここでＧ(Ｌ)＝０，｜Ｇ(Ｋ)|＜|Ｇ(Ｙ)|である。減少した要素の減少率はその要

素をより集約的に使用する財の減少率よりその絶対値で小さい。前のケースと

同様に、上式は（３－２１）式と比べて不等式の向きが逆転している。

Ⅵ両生産要素賦存量が減少するケース

第１V節と同様に次の７つのケースに細分される。ここでも生産要素の減少量

は絶対値で示した。

ロｿ器>…>１Ｍケース

(2)'&州>肋器のケース
－１２６－
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川器=…｡>Ｍｹｰﾕ

（wル>器=偽｡>恥のケース

（,Ｍ,>h>閉-Ｍケース

（`)〃閉>h>Ｍケース

（ｱＭＭｏ>器>Ｍケース
我々は両生産要素賦存量が共に増加する場合は基本的なリプチンスキーのケー

スを組み合わせることにより分析することが可能である。現在の諸ケースも生

産要素が減少したときのリプチンスキーのケースを組み合わせることによって

分析できることを示すことができる。しかしながら繰り返しを避けるために(1)′

のケースのみに分析を限定した。

い)閉>…｡>Ｍケース
このケースは両生産要素が増加するときの天野氏のケース(a)に対応する。第

22図にこのケースの生産点の移動を図示した。この図は第６図と同一の図であ

るf3）ボックスダイアグラムがＸＬ１ＹＫｉからXLoYKbに縮小した場合を

考える。初期生産点Ｂから新生産点Ａヘの移動がｉ'点からＡ点に到る二点鎖

線で示され、Ｙ財の産出量はⅣ(＝Ｙ'Ｂ)からＭに減少し、Ｘ財はＸＢから

Xz4に増加する。ここで補助線Ｖ'Ｖ'線、Ｓ'Ｓ'線は各Ｂ点からの距離が労働

の減少、資本の減少の絶対値に等しくなるように描かれている。我々はまた、

生産要素の変化量が負であることを留意すれば第７図の「生産要素移動の波及

過程」をそのまま利用することができる。したがって両部門の生産要素の変化

と両財の変化率は各次式になる。

-127-
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'`L'(閉‐ん）
|ｊＬｇｌ ……（４－２）式に対応 (６－１）

ﾉｾﾘｰﾉｾjに

l4Ll胸G芸芸L偽り
|jIrgl ……（４－１）式に対応 (６－２）

ﾉｾｯｰﾉﾚｽﾞ

'此'㈱-ん）ｊＬｊｒ ……（４－４）式に対応 (６－３）
ルツールjｒ

'４恥偶-燭)
ｊＫｘ ……（４－３）式に対応 (６－４）

ｈｇ－ルズ

G芸彊L胸っ|ＪＬｌ
Ｇ(Ｘ） '…..（４－８）式に対応 (６－５）

Ljco（ん,－ﾉｾｽﾞ）

,川｣`呈蝉三:ノ ……（４－６）式に対応 (６－６）

また生産要素と両財の変化率との間には次の不等式が成立する。

Ｇ(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ)……（４－９）式に対応Ｇ(ｘ）＞Ｇ(□＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ)……（４－９）式に対応（６－７）

ここで|Ｇ(Ｌ)|＜ＩＣ(Ｋ)|＜|Ｇ(Ｙ)|である。

我々は第22図による分析を前節の生産要素が減少したときのリプチンスキー

のケースを組み合わせて考察することができる…

第23図でボックスダイアグラム、ＸＬ１Ｙ'Ｋ,からＸＬｏＹ"Ｋ,への縮小を考

える。これは〔Ｇ(Ｌ）＜０，Ｇ(Ｋ)＝０〕のケースである。生産点の移動は

Ｂ点からＣ点に到る点線で示されている。ここで補助線ＶＶ線は初期生産点Ｂ

からの距離が労働の減少量の絶対値に等しいように描かれている。つぎにボッ

－１２８－
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+砦+三第22図 ハツ＞ｋｏ＞ﾊｽﾞのケース

Ｙ'Ｂ〃ｉ'Ａ

Ｖ' Ｖ

Ｙ'Ｋ，

Ｓ ＺＺ

Ｋｂ Ｙ

Ｋ

ノ

Ｌ一塁
E

4Z≦
Ｅ

ＡＡlel--￣一旦左も
Ｇ２Ｇ２

Ｘ
Ｌ，Ｌｏ

'

Ｓ′．'･

Ｚ

Ｖ' Ｖ

Ｌ

－１２９－
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第23図閉>胸>h>Ｍｹｰｽの合成図
Ｙ″Ｃ〃Ｙ'Ｂ,ｸ'ＩＺＡ

Ｖ

Ｙ”Ｋ， Ｙ'

Ｋ

Ｋｂ Ｙ

Eと三;i三iにﾃﾑMfT二二三T呈亨にﾃﾑ
C4打〆Ａ

&多i:二二二三i三二iｉｉ３

ＣＣ
￣フＧＩ￣フＧＩ

|／
Ｘ ＬＬｏ

／
ＳＳ Ｕ

２
Ｖ
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クスダイアグラム、ＸＬｏＹ"Ｋ,からＸＬｏＹＫｏへの縮小を考えよう。これは

[Ｇ(Ｋ）＜０，Ｇ(Ｌ）＝Ｏ〕のケースである。初期生産点Ｃから新生産点Ａへの

移動が/'点からＡ点に到る二点鎖線で示されている。ここで補助線ＳＳ線

はこれまでと同様にＣ点からの距離が資本の減少量の絶対値に等しいように描

かれている。以上で第22図で示した生産点のＢ点からＡ点への移動を生産要素

が減少したときのリプチンスキーのケースの組み合わせ、すなわち第23図でＢ

点からＣ点への移動、Ｃ点からＡ点への移動として理解することができる。

（b）その他のケース

生産要素が減少したときのリプチンスキーのケースの諸結果を第３表に整理

した。この表は第１表に対応するものである。負値は絶対値で示した。この表

第３表リプチンスキーのケース

－１３１－

G(Ｌ)＜０，Ｇ(Ｋ)＝0のケース G(Ｋ)＜０，Ｇ(Ｌ)＝0のケース

ｊＬｘｏｒｌｊＬｘｌ
|」Ｌ|ﾉｾ‘
ﾙﾂﾞｰﾙjｒ

(５ ３）
'４Ｋ’
ｈﾂﾞールズ

(５ １０）

ｊＫｘｏｒｌ４Ｋｘｌ
|ｊＬｌ冷然ﾙヅ
ｈＵ－ﾉｾｽﾞ

(５ ４）
'４Ｋ'ん×
ﾉaﾉｰﾉbjr

(５ 11）

』ムorl4L`’
|」Ｌ|ﾉｾｽﾞ
ルヅー冷兀

(５ １）
'４Ｋ’
ﾉｾﾘ￣脇

(５ ８）

ｊＫｇｏｒｌ４Ｋ沙’
lｊＬｌＡＭｂｘ
ﾉｾg－ｈｘ

(５ 2）
'４Ｋ|/h，
ﾙg－ｈｘ

(５ ９）

G(Ｘ)orlG(Ｘ)’
Ｌ

|ｊＬｌｈ
jrO

Zノ

(んｇ－ｈｘ）
(５ ５）

'４Ｋ’
Lx｡（ﾉﾚﾂﾞｰﾉﾚx）

(５－１２）

G(Ｙ)orlG(Ｙ)’
Ｌ

ｌ４Ｌｌﾉｾｪ
ｇｏ (んﾂﾞｰﾉｾｪ）

(５ ６）
'４Ｋ’

Ｌgo(ﾙﾂﾞｰﾉｩx）
(５ 13）
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と第１表の差は」Ｌ、４Ｋを各ｌ４Ｌｌ、’４Ｋ|で置き換えただけである｡つぎに

両生産要素が減少したときの両部門の生産要素の変化と両財の変化率は〔Ｇ(Ｌ)＜

０，Ｇ(Ｋ)＝０］のケースとに(Ｋ)＜０，Ｇ(Ｌ）＝０]のケースとの各対応す

る式の差を求めることによって導出できる。ここでは正値から負値の絶対値を

引いた。

X財部門の労働の変化…l4L'(閉-向
ノャリーノセズ

）
(６－８）

’４ＬＭ器
Ｘ財部門の資本の変化…･…･－ノセg－ｈｘ

-ぬ）
(６－９）

'此'(ルー器）
Ｙ財部門の労働の変化……… (６－１０）

/hﾉｰﾙｪ

閉）'`L'ん(ルー
Ｙ財部門の資本の変化……… (６－１１）

/69-ルズ

'`L'(器-偽つ
Ｘ財の変化率･……．.………… (６－１２）

Lxo（ﾙﾘｰﾉﾔjに）

'４ルー器）
Ｙ財の変化率………………… (６－１３）

Ｌﾂﾞ｡（んツールx）

x財部門に関する:つの式の符号は閉訓に応じて正､零負と机

Y財部門に関する’つの式は器二Ｍ応じて負零正となる｡我々'*

－１３２－
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両生産要素が減少する場合の両部門の生産要素の変化と両財の変化率を（６－

８）式～（６－１３）式で表わすことができる。つぎに各ケースについて上式の

符号を確定しよう。第２表に対応する表を第４表に示した(24)。

第４表Ｇ(Ｌ)＜０，Ｇ(Ｋ)＜０のケース

Ⅶ［Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＜０］と［G(Ｋ)＞０，ＣＭ)＜０］のケース

ー方の生産要素は増加し、他方の要素が減少する場合を考察しよう。これら

のケースもリプチンスキーのケースを合成することによって分析することがで

きる。

Ⅶ－１Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＜０のケース

このケースの生産点の移動を第24図に、その合成図を第25図に示した。

第24図で生産点はＡ点からＢ点に到る点線で示されている。Ｘ財はＸＡから

ＸＢに増加し、Ｙ財はＹ"Ｅ,(＝Ｍ）からＹ"Ｂに減少する。つぎに第25図は、

初期ボックスダイアグラム、ＸＬｏＹＫｂが資本の減少の結果として､ＸＬｏＹ'Ｋ，

－１３３－

ｊＬ× ｊＫｘ Ｇ(Ｘ） ｊＬⅣ ４Ｋｙ C(Ｙ）
Ｇ(Ｘ)，Ｇ(Ｙ)，Ｃ(Ｌ)，Ｇ(Ｋ）

の関係

(1)
'

閉…… 正 正 正 負 負 負
Ｇ(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ）

ＩＣ(Ｌ)|＜|Ｇ(Ｋ)|＜|Ｇ(Ｙ)’
(2)

'

…｡…器 負 負 負 正 正 正
Ｇ(Ｙ)＞Ｃ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ）

|Ｇ(Ｋ)|＜|Ｇ(Ｌ)|＜|Ｇ(Ｘ)Ｉ
(3)

〃

器=妙… 零 零 零 負 負 負
G(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ）

|Ｇ(Ｌ)|＜|Ｇ(Ｋ)|＜|Ｇ(Ｙ)’
(4)

'

ん>器＝ｈｏ＞ﾉｳ× 負 負 負 負 負 負
Ｇ(ｘ)＝Ｇ化)＝Ｃ(Ｋ)＝Ｇ(Ｙ）

(5)
'

舩肺器=ん 負 負 負 零 零 零
Ｃ(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ）

|Ｇ(Ｋ)|＜|Ｃ(Ｌ)|＜|Ｇ(Ｘ)’
(6)

’

職>器>Ｍ※ 負 負 負 負 負 負
Ｇ(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｃ(Ｋ)＞Ｇ(Ｙ）

|Ｇ(Ｘ)|＜|Ｇ(Ｌ)|＜ＩＣ(Ｋ)|＜|Ｇ(Ｙ)’
(7)

〃

,ｗ器>ら 負 負 負 負 負 負
C(Ｙ)＞Ｃ(Ｋ)＞Ｇ(Ｌ)＞Ｇ(Ｘ）

|Ｇ(Ｘ)|＞|Ｇ(Ｌ)|＞|Ｃ(Ｋ)|＞|Ｇ(Ｙ)’
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第24図Ｇ(Ｌ）＞０，Ｇ(Ｋ)＜Ｏのケース

YZ4′Ｙ"Ｅ，

Ｋｂ

Ｋ，

Ｋ

ＳＳ

Ｘ

第25図Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＜Ｏのケースの合成図

ＹＺＭ'Ｙ'Ｅ,〃Ｙ"e1

E1→Ａ→且→Ｅ､→Ｅ４→－→Ｂ′

Ｂ'→Ｃｌ→ｅ２→ｅ３→Ｅ４→￣→Ｂ

／

Ｋ

－１３４－
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に縮小し、さらに労働の増加の結果としてＸＬ１Ｙ"Ｋ，に拡張するものとして

描かれている。補助線ＳＳ線はＡ点からの距離が資本の減少量の絶対値に等し

くなるように、そしてＶＶ線はＢ'点からの距離が労働の増加量に等しくなる

ように描かれている。我々はボックスダイアグラム、XLoYKoからＸＬｏＹ'Ｋ，

への縮小を［Ｇ(Ｋ)＜０，Ｇ(Ｌ)＝０］のケースとして、同様にボックスダイア

グラム、ＸＬｏＹ'Ｋ,からＸＬ１Ｙ"Ｋ,への拡張を〔Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝０〕のケー

スとして分析することができる。同図で前者はＥ,点からＢ'点に到る点線で

示され、後者はＢ'点からＢに到る二点鎖線で示されている。

したがってこのケースの生産要素の変化と両財の変化率は第３表のに(Ｋ)＜

０，Ｇ(Ｌ)＝０〕のケースと第１表の[Ｇ(Ｌ)＞０，Ｇ(Ｋ)＝０］のケースの対応

する式を各加えることによって求めることができる(苧）

Ｘ財部門の労働の増加……（５－１０）式十（３－１）式

』L仏+鼎）
(７－１）ｊＬｊｒ＝

ルツ－んｘ

Ｘ財部門の資本の増加……（５－１１）式十（３－２）式

』昨』L芸1竺堂） (７－２）

Ｙ財部門の労働の変化……（５－８）式十（３－３）式

|』L作.L陰二曇） (７－３）

Y財部門の資本の変化……（５－９）式十（３－４）式

‘L臘小+｣各4F'）
’４Ｋ'|＝ﾗｾﾂﾞｰﾙ災 (７－４）

－１３５－
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Ｘ財の増加率……（５－１２）式十（３－７）式

｡,x,-鶚睾）
Ｙ財の変化率……（５－１３）式十（３－９）式

(７－５）

此(ぬ十男）
|Ｇ(Ｙ)|＝ (７－６）

ム｡（/bg-hx）

そして両財及び生産要素の変化率の間には次の不等式が成立する。

Ｇ(Ｘ)＞Ｇ(Ｌ）＞Ｇ(Ｋ）＞Ｇ(Ｙ)……（５－１４)式と（３－１１)式から（7-7）

Ⅶ－２Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ）＜０のケース

前項とは逆に資本が増加し、労働が減少するケースを考察しよう。このケー

スのボックスダイアグラムは第26図に、その合成図は第27図に示されている。

第26図ＣＸＫ)＞０，ＣＸＬ)＜Ｏのケース

ＸＺ４〃Ｘ"Ｅ，
Ｖ

Ｙ

Ｋ

ＳＳ

－１３６－

ＫＯ

Ｘ

ご’

Ｋ，

Ｌ

Ｌｏ

ＬＬ

Ｖ
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第27図ＧＵｒ)＞０，Ｇ(Ｌ)＜０のケースの合成図
'

S，

Ｋ

Ｓ

Ｌ

第26図で、Ｙ財の産出量はＹＡからＹＢに増加し、Ｘ財はＸ"E,(＝Ｘ、）か

らＸ"Ｂに減少する。前項と同じように、Ａ点からＢ点への移動を第27図を用

いて、〔Ｇ(L)＜０，Ｇ(Ｋ)＝０〕と〔Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０〕との２つのケー

スを合成して分析することができる。前者はＥ,点からＢ'点に到る点線で示さ

れ、後者はＢ'点からＢ点に到る二点鎖線で示されている。したがってこのケー

スについても、生産要素の変化と両財の変化率は第３表のに(Ｌ)＜０，Ｇ(Ｋ)＝

０〕のケースと第１表の〔Ｇ(Ｋ)＞０，Ｇ(Ｌ)＝０〕のケースの各対応する式を

加えることによって求めることができる。

Ｘ財部門の労働の変化……（３－１６）式十（５－，３）式（７－８）

－１３７－
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仏+缶）l４Ｌｌ
|ｊＬｘｌ

ﾉｾﾂﾞｰﾙ×

(７－９）Ｘ財部門の資本の変化……（３－１５）式十（５－４）式

川鬚(ん+T≦苦）
ｌ４Ｋｘｌ＝

ノセヅーノレズ

(７－１０）Y財部門の労働の増加…･･･（３－１４）式十（５－１）式

仏＝'`L'(ん+粉
ＡＤｇ－ｈｘ

(７－１１）Y財部門の資本の増加……（３－１３）式十（５－２）式

’』川北蕊十缶）
４Ｋツーﾉhﾉｰﾉｾｽﾞ

(７－１２）Ｘ財の変化率……（３－２０）式十（５－５）式

lGIX1,一'碧鱒）
(７－１３）Ｙ財の増加率……（３－１８）式十（５－６）式

ＧＩY)-'`二1篝堂）
また生産要素と両財の変化率との間には次の不等式が成立する。

G(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ）＞Ｇ(Ｌ）＞Ｇ(Ｘ)……（３－２１）式と（５－７）式から

（７－１４）

－１３８－
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Ⅷ結び

我々は以上の分析を通じて小国経済の場合について、生産要素賦存量があら

ゆる方向へ変化するときのリプチンスキーの定理を考察した。第Ⅲ節で分析し

たリプチンスキーのケースが基本となり、他のケースはこのリプチンスキーの

ケースの合成として理解することが可能である。我々の分析の助けとなったの

は「生産要素移動の波及過程」という視点であった。このような視点からの分

析は生産点の移動を代数的に求めることを可能にし、さらに何よりもリプチン

スキーの定理そのものの理解を容易にするものであった。たとえば我々は第１Ｖ

節で「天野氏のケース」を考察したが、このケースに関する天野氏の命題(26)を、

我々が生産要素移動の「第一次波及」と呼んだ段階ですでに部門間の要素移動

が起ることから理解することができる。

生産要素の部門間移動が起る経済的理由は何か。世界価格比率一定の仮定は

賃金・レンタル比率を固定することを意味する。このことはより増加率の高い

生産要素の限界生産力を高い水準に維持することになろう。したがってより増

加率の高い生産要素をより多く使用する財の生産は有利となるであろう。しか

しこの生産要素の有利さをいつまでも享受することは不可能である。財価格比

率一定のもとでは価格線は生産可能性曲線と交わり、収入（所得）の低下を伴

うことになるからである。

つぎに生産要素移動の波及過程が収束するためには、ルx／ﾉﾚｯ＜１という条

件が満たされなければならない。さらに新生産点が完全雇用と両立するために

は（２－９）式が満たされなければならない。

最後に生産要素移動の波及過程における乗数扇皇莞;iはい増加につれて
低下し、ノセxの増加につれて上昇する。ここでの冷勤、脇の変化は賃金・レンタ

ル比率一定のもとでの各部門の生産技術の変化を意味する。

昭和57年６月30日
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注

サミュエルソンの“strongfactorintensity'，の仮定である。

生産における限界代替率が不変であると仮定してもよい。

変化率のこのような表し方は文献〔２〕で用いられている。

このような制約を越えて生産要素が変化するときの帰結は完全雇用の仮

定が維持できないということである。第Ⅲ節第３図参照。

労働増tlU分がより資本集約的であるＹ財部門に吸収されることはない。も

しこのようなケースが生じると、資本不足．、労働過剰の状態からやがて

Ｘ財の産出量はゼロになるであろう。

仮定(3)からｈｘ／ﾉﾊ,＜１である。

G(ルG(L)=芸扇竺偽蕊>ｑあるいは第Ⅲ図からXの増加

１
１
１
１

１
２
３
４

１
１
１
１

(5)

１
１

６
７
１
１

迎辿＝r+砦>器＝'+器=労働の増加。ＸＡＸＬ２

なぜなら、ＸＬ２＝Ｌｘｏ＜ＸＬｏ＝Ｌｏ,Ｌ２Ｌ３＝ｊＬｒ＞ＸＬ，＝」Ｌから

明らかである。

(8)資本増加をＫＣＹの上方にとっても同様に考察できる。

Ｙ'Ｂ〃ＹＺ１
し

Ｋ

Ｓ

し Ｌ

－１４０－

ＫＯ

ＫＣ

Ｓ-－

Ｘ

ｙ’

γ

ＬＯ

』i／／

Ｃ



琉球大学・経済研究(第24号)1982年９月

(9) 以下の図でもＸ財部門の原点は左下、Ｙ財部門の原点は右上のそれとす

る｡

波及過程の収束の実行可能条件である（２－９）式は満されている。

｣Ｌ,／ｊＬｚ,＝んgが確かめられる。

|ｊＫｘｌ／l4Lrl＝んxが確かめられる。

G(Y)-G(K)＝筈蜑+澤署>0.あるいは第４図からG(Y)〉
Ｇ(Ｋ）がいえる。

(10

01）

(12）

(13）

Yの増加……署=帯='+器

Kの増加……型=i+器-1+蓋ⅢＹＺｏ

ここでＹＤ＜YLo，DLo＞ｊＫ６よってＧ(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ)。

両生産要素が増加するケースは文献〔１〕、〔５〕でも分析されている。

天野明弘〔１〕、参照。

第６図とは逆に要素賦存量の変化量を左、下方に描いた図である。波及

過程はＡ点からＢ点への点線で示してある。

Yの増加=筈-鳥='+幸;÷

(１０

(1，

００

--141-



リプチンスキー定理の再検討（当間清光）

器>肺聡｡>Ｍケース Ｖ

Ｙ

Ｈ

Ｌｏ

Ｓ
Ｊ

Ｌ，

Ｌ
Ｖ

Kの増加=器='+釜
両式の右辺から、YLo＞Ｉn町＞ｊＫ６ゆえにＧ(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ）が導

かれる。あるいは、代数的に

－１４２－

Ｋ

Ｋ，

６－

Ｘ
’

Ｋｂ

ＸＡ〃．Ｘ'2

Ｚ

Ｅ

し

１

， Ｃ
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４Ｍ,(器-偽づ Ⅲ｜瓜G(Ｙ)－Ｇ(Ｋ）＝
Ｋ２,｡（/hﾉｰﾉbjr）

K和`恥慌-臘鑿)伽…(釜-た)>･
Ｋｏｍｏ(Ah,－んx）

(17）第９図からＧ(Ｘ）＞Ｇ(Ｌ）を導く。

ｘ財の増加=筈=器-1+鈴

Ｌの増加＝差-1+差
ここでＸ〃＜XLo，ｊＬｘ＞」Ｌから明らかである。

ヌはGiLかG(ﾙ;姜黛|>qあるいはG1Lﾙ芸〉
◎

此｜凸

⑱Ｙ財の増加=器器='+器

Ｋ財の増加=器＝'+釜
ここでＹ"Ｆ＝Ｋ‘o＜Ｙ'Ｌ,＝ＫＯからＧ(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ)。

⑲ｘ財の増加=祭器='+論='+芸

Lの増加＝ﾑﾕﾆL='+諾-1+÷Ｌ１Ｌ３

ここでＬｏ＞LxoからＧ(Ｘ）＞Ｇ(Ｌ)｡

－１４３－
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(２０代数的には次の連立方程式を解いて求めることができる。

①」Ｌ＝ＡＥ,＋Ｅ１Ｃ

②４Ｋ＝Ｅ１ｅ２＋E2C

③e1e2＝ＥＩＣ冷卿

④ｅ２ｃ＝ＡＥ１ｈｘ

解は次式になる。

`Lトー釜） 乢偽震い-発）①ｊＬｘ＝ ｏｊＫｘ＝
/hﾉｰﾉbjr ﾉｳﾂﾞｰﾉｾｽﾞ

乢倍-ん） 川`(器-蝿うＯ４Ｌ,＝ ｅ４Ｋｇ＝
虎９－ﾙズ ﾉセツールズ

(21）第16図から両部門の生産要素の増加は次の連立方程式から求めることが

できる。

①」Ｌ＝jEh＋EhC②４Ｋ＝Ａｅ,＋Ｂａ

③BEb＝ん難iEb④ＡＥ,＝ん勤E2C

解は次式となる。

`Lい-器） 川震い-器）①ｊＬｊｒ＝ ｏ４Ｋｘ＝
ﾉｾｿｰﾉらに ﾉｾﾝｰﾉｾｽﾞ

…=`L陰臘つ…－州川慌-ヤリ
生産要素と産出量の増加率の大小関係は次のように求まる。

鍔鴬三二>，C(Ｙ)－Ｇ(Ｘ）＝

上式と（２－１２）式、あるいは（２－１５）式から、

－１４４－
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Ｃ(Ｙ)＞Ｇ(Ｋ）＞Ｇ(Ｌ）＞Ｇ(Ｘ）

の不等式が導出できる。この不等式はボックスダイアグラムからも導く

ことができる。

(1)Y財の増加=署筈豐>箸=x財の増加

(2)資本の増加=器豐<答=Y財の増加

(3)労働の増加=器く豊器=資本の増加

紗芳>聡｡>Ｍケース
ＸＡ〃Ｘ'Ｂ,

ム

’Ⅱし

Ｋ，
ＫＯ ｙ

''''
ンン

■
〆

クＫ

/／
／刻

／

〆

／
〆

／ ββ
〆

〆

ＳＳ

ン
〆〆Ｘ

ジ
グ
’
／

Ｌｏ
〆

〆

／

／／／

,／,／,／
〆〆〆

二二雲
〆〆

ンン

Ｌ】

三三〆 Ｖ
Ｌ

〆

〆
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(4)Ｘ財の増加直線Ｘ'Ｘと直線YL1との交点を１０、直線Ｘ'Ｘと直線ＡＢと

の交点を囚とする｡交点､はん>器から必ず存在する｡すると労働'）

増加=器芸＝'+砦｡x財の増加=等号='+等。
XIb＜XI1から労働の増加がＸ財の増加より大きい。(1)～(4)から（４－２３）

式が成立する。

(22）各部門の生産要素の増加は注(20)、注(21)と全く同様な解として求まる。そ

の理由は要素賦存量の増加量が両部門へ雇用され、初期賦存量の部門間

移動がないからである。そして注(21)からＧ(Ｙ)－℃(Ｘ)＜０となる。さ

らに（２－１１）式を考慮すると（４－２４）式が導ける。

そして注Cl)と同様にこの不等式はボックスダイアグラムからも導くこ

とができる。

い脳>器>胸のケース
ＹＺ４〃Ｙ'Ｂ

ＫＩ

Ｖ

黙，
〆〆

〆〆
〆〆

ｸ〆ｸ〆
〆

ﾀグﾀグ

Ｙ
Ｋ ＫＣ □

ググ

ググ

８Ｓ

/づ
〆

〆 Ｂ
〆

〆
〆

〆

そうﾐﾆ／
Ａ

〆

〆
／

〆

〆
〆

〆
〆

〆

〆

三宅≦｣『 Ｌｏ Ｌ，

〆 Ｖ
〆

〆
し〆

〆

グー

－１４６－



琉球大学・経済研究(第24号)1982年９月

上図から産出量と生産要素の増加は次のようになる。

(1)X財の増加=豐筈署>署=Y財の増加

(2)労働の増加=器劣等く蓋=X財の増加

(3)資本の増加=旱会く器=労働の増加

(4)Y財の増加=豐号く帯=資本の増加
なぜならば刀,＞Yrbから。

よって(1)～(4)から（４－２４）式が導かれる。

(23）必ずしも同一の図形を用いる必要はないが、種々のケースの対応を考え

るときに同一の図形を用いることは便利である。

(２０第２表と第４表は正、負が逆になっている。（４－２５）式～（４－３０）

式と（６－８）式～（６－１３）式から理由は明らかである。

(２１両ケースの生産要素は同一方向へ変化するから。

(26）天野明弘〔１〕

－１４７－
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